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1. はじめに

近年，日本では極端降水イベントの発生頻度が増加し

ており，豪雨・豪雪災害の深刻化が社会的課題となってい

る。特に，台風の接近・上陸，総観規模前線帯，温帯低気

圧，および線状降水帯に伴う局地的豪雨は，大規模な災害

を引き起こす要因として知られている[1, 2]。また，冬季

には日本海側を中心として冬季モンスーンに伴う豪雪が

頻発する。これらの極端現象の発生要因を迅速に分析す

ることは，防災・減災や現象理解の観点から大変重要であ

る。 

本研究では，極端気象イベント発生後の即時的診断を

目的として，Post-event Understanding system using 

Large-ensemble Simulations for Extremes（PULSE）を開

発した。また、PULSE の適用例として，3つの過去事例：

2019 年台風 Hagibis 事例，2020 年 12 月豪雪事例，お

よび 2020 年 7 月線状降水帯事例を選定し、各事例に対

してシステムの有効性を検証した。 

2. 手法

PULSE は，Weather Research and Forecasting（WRF）

モデル version 4.5.2 [3] を基盤とした多アンサンブル

力学ダウンスケーリングシステムである。設定用テキス

トファイルの記述を読み取ることで，初期値・境界値の作

成、WRF Preprocessing System（WPS）および WRF の 

namelist 作成，計算領域設定，ジョブ投入を自動で実行

することができる。そのため、多アンサンブル実験に伴う

作業負荷を軽減する。プロトタイプとして、気候値海面水

温実験（Clim-SST）および地形平滑化実験（Low-topo）の

2つの感度実験を実装した。これにより、極端現象に対す

る海面水温や地形の寄与を評価できる。 

入力データには，63 メンバーから構成される再解析デ

ータセット ALERA [4]を用いる。研究用途で PULSEを実

行する場合には、公開版 ALERA3 および finalized 

version の OISST v2.1 を入力値として使用する。一方、

即時的診断用途では 準リアルタイム版 ALERA（ALERA-Ea）

図１ Hagibis 事例における（上段）各計算ドメインの地形設定、（下段）海面水温分布およびその偏差 
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3. 結果

2019 年台風 Hagibis に伴う豪雨では，山岳域を中心

として 500 mm/72-hr を超える降水が観測された。数値実

験では，太平洋側山岳周辺での降水強化を概ね再現し，レ

ーダー GPV との空間相関は 0.69 となった（図２）。特

に箱根周辺では，60%以上のアンサンブルメンバーで 350 

mm を超える降水が再現されており，豪雨発生を避けるの

が難しい状況であったことが示唆される。この事例につ

いて、関東沿岸では、Clim-SST 実験よりも CTL 実験で

SSTが高かった（図１）。そのため、特に関東の低地では、

Clim-SST 実験よりも CTL実験で降水量が増加し，当時の

海面水温上昇が降水強化に寄与していることが示唆され

た。一方，Low-topo 実験では山岳域での降水分布が大き

く変化し，SST同様、地形が豪雨形成に重要であった可能

性も示された。 

2020年 12月豪雪事例では，日海側で顕著な降水が観測

された。数値実験においても、この降水分布を再現した。

また，積雪深の時間変化についても，全体的な増加傾向を

概ね再現したが，地点によっては過大評価・過小評価が見

られた。日本海側における当時の高 SST状態は、日本海側

降水を有意に増加させたが、一方でその増加率は 10-20%

程度であった。また、Low-topo 実験による降水分布の変

化は限定的であった。 

線状降水帯事例では，観測では西南西−東北東方向に複

数の back-building 型降水帯が形成された。一方，数値

実験では、たとえ 1 km 解像度であっても，降水帯の位置

や形状を十分には再現できなかった。局地的な収束や対

流組織化の表現が不十分であった可能性が考えられる。 

4. まとめ

本研究では，多アンサンブル力学ダウンスケーリング

システム PULSE を開発し，豪雨・豪雪事例への適用を検

証した。PULSE により，大規模アンサンブル実験の自動化

および迅速診断が可能となった。また，SST や地形の影響

を統計的に評価できることを示した。一方で，線状降水帯

のような局地的現象の再現には限界があり，今後は高解

像度化や物理過程の改良が必要である。 
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および暫定版 OISST を使用する。ALERA-Eaは ALERA3と

同様のシステムを用いて作成される準リアルタイム再解

析データであり、地球シミュレータと Earth Analyzerを

使った自動運用システムである。同化する観測データを

一部制限することで、約 3日後にデータが出力される。 

台風 Hagibis 事例では，2019 年 10 月 9 日から 14 

日までを対象とし，太平洋側で発生した大雨を解析した。

豪雪事例では，2020 年 12 月 13 日から 21 日までを対

象とし，日本海側を中心とした豪雪を解析した。線状降水

帯事例では，2020 年 7 月 1 日から 5 日までを対象と

した。台風事例および線状降水帯事例では，25 km，5 km， 

1 km の 3 重ネスト領域を使用し（図１），豪雪事例では，

日本全域を対象とする 20 km および 4 km の 2 領域を

用いた。物理過程スキームとして Dudhia 短波放射スキ 

ーム，RRTM 長波放射スキーム，MYNN 境界層スキーム， 

Noah 陸面モデル，Thompson 雲微物理スキームを選定し

た。検証には radar GPVおよびアメダス観測を用いた。 
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